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「大熊町農業復興組合」の井戸川一雄さん（右）
と佐藤考寿さん（左）。「作業は朝8時から夕方4
時頃まで。体を動かすと元気がでますね」

市から出向き、作業している最中で
した。

植物工場や太陽光発電施設 
描かれた中心部の姿とは

大熊町は、その面積の6割ほどが、
立ち入ることのできない「帰還困難
区域」に指定されています。一方、
大川原地区は宿泊はできませんが、
日中は立ち入り可能な「居住制限区
域」。今後、段階的な放射線量の低
減により、区域の見直しなどが行わ
れる可能性もあります。

それを踏まえ、昨年3月の「大熊
町復興まちづくりビジョン」や現在
策定中の「大熊町第二次復興計画」
では、大川原地区を「復興の拠点」

と位置づけ、さまざまな整備プラン
が盛り込まれています。昨年5月に
は原発事故収束の作業員のための給
食センターが着工。また、交流施設
を備えた植物工場や太陽光発電施設

し。「大熊町農業復興組合」は営農再
開へ向け、地道な作業を続けていま
す。

大熊町農業復興組合が設立された
のは昨年8月。除染が完了した大川
原地区と中屋敷地区にある、およそ
180ヘクタールの農地を保全する
のが仕事です。メンバーは大川原地
区水稲作生産組合を中心に約16名。

「ほぼ毎日、組合員の誰かが大川原
地区にある集会場に詰めて、保全作
業をしています」とは、組合役員の
井戸川一雄さん。お話を聞いたこの
日、井戸川さんは避難先の会津若松

っておくと田んぼはダメ
になるんですよ」。農地
の草刈りと畝（うね）起こ

大
熊
町

「選択」に応じた暮らしを
提供できる道を切り拓く
福島第1原発から南西に約8キロの、大熊町大川原地区。
「居住制限区域」にある農地では、今日もトラクターの音が響いています。

帰還に向けた取り組み─

放
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の事業誘致、さらに町民向けの公営
住宅のほか、研究者・作業員向けの
集合住宅、ゲストハウスの整備も計
画されています。

とはいえ、全町民が避難生活を続
ける大熊町は、町民の約96％が暮
らしていたエリアが帰還困難区域。
町土復興にとどまらない、多様な復
興計画が求められているのです。

離れたふるさとへの思いを 
どうやってつなぎ止めるか

町土復興と並ぶ大きな柱が、「町
民生活の再建支援」。具体的には、
避難先で安定した生活を送るための

「公営住宅」の整備や、コミュニティ
ー形成・維持のための各種施策など

です。例えば、住民に配布されたタ
ブレット型端末を使えば、町の最新
情報を閲覧でき、テレビ電話で町民
同士が会話することも可能です。

また、「おおちゃん小坊師」企画
も、コミュニティーづくりに一役買
いそうです。大熊町のマスコットキ
ャラクターである「おおちゃん」を
モチーフにした起き上がり小坊師を
公募（今年1月9日で終了）。
 「デザインが決まった後、避難先な
どで、みんなで絵付けをしてもらえ
るといいなと思っています。義援金
をいただいた方への無料配布も考え
ていますし、欧州の福島県人会から
の支援もあって、この3月にはロー
マでの展示も企画中です」（大熊町役

駒井さんは経済産業省派
遣者として昨春から復興
計画の策定などに関わっ
ています。「役場の方は
前向き。その姿勢に学ぶ
ことも多いです」。

駒井友美

福島県大熊町役場
企画調整課

場・駒井友美さん）
帰還か移住か。難しい選択を迫ら

れている人々に、「いつか戻りたく
なったらいつでも戻れる」という道
を拓いておく。そのために大地を耕
し、町を思い出すきっかけを、提供
し続けていきます。

町の情報をリアルタイムで
入手できるタブレット型端
末を町民に無償で配布。イ
ベントなどの動画も順次ア
ップ中です。右は基本動作
などを学ぶ講習会の様子。

町民同士のきずなを
つなぐ情報端末

会津民芸品の起き上がり小
坊師（左）とおおちゃん（右）。

「おおちゃん小坊師」には
震災から立ち上がるという
決意が込められています。
完成後は事業化も想定。

決意を込めてデザイン
将来はビジネス展開も

第二次復興計画を立案する
「検討委員会」には民間委
員も参加。自由に発言でき
るワークショップや、アン
ケートを通し、町民の声も
すくい上げています。

ワークショップ方式で
まとめられる復興計画

●  大熊町公式サイトCLICK!
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す。
「除染の手法などについて、さまざ
まな要望が寄せられています。今後、
より丁寧な対応が必要な部分がある
ことも事実です」

「何が問題か」を見極め 
第二次復興計画の策定へ

復興の方向性は、2012年度に
「富岡町災害復興計画（第一次）」が
まとめられ、2013年度には、富岡
町まちづくり検討委員会が「富岡町
復興まちづくり計画」を提案。

しかし、避難生活が長期化するな
ど、町民を取りまく環境はなかなか
改善されていません。帰還時期の検
討や避難先での生活再建、土地の利
用──。現実的な課題の解決に向け
て、町は新たに「富岡町災害復興計
画（第二次）」の策定に着手していま

す。何が問題なのか？　どんなアプ
ローチをすべきか？　町民から公募
した30名の策定委員と役場の若手
職員たちは、今、まさに「議論のま
っただ中」にあります。

現状を乗り越えるには、自治体単
独の力では難しい部分も多いのが現
実。「国や県との連携は重要。その
橋渡し役になれれば」。そう井上さ
んは語ります。

右／避難指示解除準備区域で進む農地除染の様子。　左上・左下／「とみおか見守り隊」、民間警備会社、
双葉警察署が実施している防犯防火活動。除染を担当する事業者にも町内パトロール隊としての業務を
委嘱しています。加えて、防犯カメラシステムの運用開始で対策を強化。　写真提供：富岡町

復旧が進むほど重要度を増す、「町を見守る」ための取り組み

ト、さらに、７月からは、富岡川の
北側での除染も開始され、帰還困難
区域を除く町内全域での本格的な除
染作業が進められています。宅地及
びその近隣の農地、山林は、2015
年度、それ以外は、2016年度の完
了を目指しています。
「除染作業に加え、上下水道等のイ
ンフラ復旧工事も進行しており、
2014年10月より、町内の一部の
地域で上水道の使用が可能になりま
した。私は、2013年７月から富岡
町に派遣されていますが、派遣当時
と比べると、視覚的な変化を感じま
すね」

富岡町役場の井上浩さんは、そん
な感想を述べる一方、こうも言いま

岡町では、町内を流れる
富岡川の南側で2014年
１月に除染作業がスター富

富
岡
町

本格的な除染作業がスタート
次のステップは新たな計画策定
3つの避難指示区域に設定されている富岡町。町内外の状況は刻 と々変化。
あらためて、「課題の本質」を見つめ直す時期を迎えています。

3帰還に向けた取り組み─

●  富岡町役場FacebookCLICK!

九州経済産業局から派遣
された井上さん。「被災
地から離れるほど状況が
伝わりづらくなっている。
情報発信の方法を考えて
いきたいと思います」。

井上 浩

富岡町災害対策本部
郡山事務所総務課
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経済産業省での勤務を経
て、2013年10月より現
職の志村副市長。「課題
は山積みですが、市に注
目が集まるチャンスでも
あると思っています」。

志村和俊
田村市副市長

り起こしが進んでいます。
 「交流人口を増やし、5つの地域が
協力して市の魅力を発信する。そう
して小さな成功体験を、多くの市民
で共有していけたらと考えています。
今年の4月には、市民協働やまちづ
くりを促進する新たな課を設置しま
す。まずは、私たち市が率先して取
り組む姿を見せたいですね」

せることになったのです。

地域資源の再発見を軸に 
交流人口を増やしたい

そこで今、官民の復興の担い手が
知恵を持ち寄り、旧5町村の地域の
枠を超えた動きを展開しています。
例えばスマートフォンを活用した、
市内の観光スポットを巡るスタンプ
ラリーの実施（2014年4〜8月）。
また、ご当地キャラ「カブトン」の
積極的なPRにより、福島県内、そ
して全国における市の知名度は少し
ずつ上昇しています。田村市復興応
援隊（市からNPO法人コースター
に運営委託）などとの連携も図りな
がら、通称「田村市ご当地グルメプ
ロジェクト」も準備中。企業やボラ
ンティアも巻き込んだ地域資源の掘

一部に設定されていた避難指示区域
が解除され、小中学校には再び子供
たちの活気が戻り、仮設商業施設

「Domo（どーも）」が2店舗オープ
ン。ここで暮らしていくための環境
が整いつつあります。
 「田村市民であることに誇りを持つ。
そんな方を一人でも多く増やしてい
きたいと思います」

そう語るのは志村和俊副市長。田
村市では合併以降、地域それぞれの
個性を生かしつつ、一体感の醸成に
注力してきました。しかし、それも
震災を境に停滞しているのが現状。
加えて、潜在的に抱えていた人口減
少や高齢化といった課題を顕在化さ

005年に5つの町村が
合併して誕生した田村市。
2014年4月、都路町の２

田
村
市

●  田村市役所FacebookCLICK!

左／ご当地キャラ「カブトン」と稲刈りを
行う志村副市長（右端）。常葉町の「ときめ
き山学校」では、豊かな自然を生かしたグ
リーンツーリズムが実施されています。
右／田村市産の食材にこだわる「田村市ご
当地グルメプロジェクト」。5町村から集ま
った農家や飲食店が一丸となって推進。

人を呼び込める話題を
「総力戦」で開拓！

市の魅力を内外に浸透させ
「誇りの共有」を目指す
2015年、田村市は合併10周年の節目。震災による足踏みの期間は
終わりを告げ、未来を見すえたチャレンジが本格化しています。

帰還に向けた取り組み─ 4
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Innovation Coast
1

事故炉の廃炉に挑みながら、新産業の創出やインフラの
充実を図る。これらを両立させるキーワードが、「福島・
国際研究産業都市（イノベーション・コースト）」構想です。

次代の生活・産業基盤を
浜通りで育て上げる!

まずはゼロ、そしてプラスへ─

です。上で記しているように、廃炉
やロボット関連の技術・産業を中心
に、将来的な応用も視野に入れ、幅
広い産業の創出を掲げています。

次に、「帰還する住人と産業創出
にともなう新たな住人が一体となっ
たまちづくり」。拠点整備にあたっ

ノベーション・コースト
構想の柱はまず、「失わ
れた産業基盤の再構築」イ

ロボット技術の開発を目的に
モックアップ施設を建設中
福島第一原発の放射線量の高い場所で活躍している
ロボット技術。より高度で実践的な技術を開発すべ
く、楢葉町の工業団地に、原子炉建屋内での作業な
どを想定した「モックアップ（模型）試験施設」を建
設中です（2015年夏頃運用開始予定）。同時に、技
術開発や資材調達における、地元企業との連携も探
っていきます。また、ロボット技術は災害対応やイ
ンフラ点検などでのさらなる活用が期待されており、
実用化に向けて、研究・実証するための屋外テスト
フィールドの整備を目指します。

研究開発拠点を整備して
廃炉の完遂を期する
復興を加速させるためには、福島第一原発の廃炉を
着実にやり遂げることが不可欠。原発内の燃料デブ
リの取り出しや、放射性廃棄物の安全な処理・処分
技術などに資する研究開発などを担う拠点施設の整
備が計画されています。将来的には、世界的な原子
力安全研究の中心地として幅広い分野の研究者が集
い、発展していくことが期待されます。

2
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4

Innovation Coast

ては、各種サービスやインフラの整
備、広域的な視点でのまちづくりも
あわせて進める必要があります。
「昨年12月に、原子力災害現地対
策本部長（経済産業副大臣）や福島県
知事、地元市町村長などで構成する
イノベーション・コースト構想推進
会議を設置しました。それに先立ち、
主要プロジェクトを具体化するため
に、ロボット研究・実証拠点、国際

産学連携拠点、スマート・エコパー
クについて、それぞれ個別検討会を
立ち上げています」

と言うのは、各検討会のメンバー
である豊島厚二福島復興局次長。震
災前の状況に近づくための取り組み
は継続しながら、震災前にはなかっ
た「プラス」を生み出す。これが、
構想に盛り込んだ新たな視点です。
「絵に描いた餅ではなく、地元の企

業も参画した、地域に根付いた構想
にすべき──。そのような声も多く
聞いています。帰還した後、どんな
仕事や生活を送ることになるのか。

少しでも具体的なイメージ、そし
て将来の夢と希望を抱くことができ
る。そんな構想を、皆さんと共につ
くりたいと考えています」

●  イノベーション・コースト構想CLICK!

イノベーションを起こせる
研究者や技術者の輩出を
廃炉をはじめ、汚染環境の調査や住民の健康管理、
農林水産業の回復──。さまざまな分野の研究者や
技術者を輩出し、長期にわたって浜通りの復興をリ
ードしていける体制づくりが求められています。本
構想では、産学官共同研究室や技術者研修拠点など
から成る「国際産学連携拠点」の構築などを提案し
ています。

福島の特色を生かした
新たな産業集積
先進的な有用金属リサイクルや被災地の廃棄物リサ
イクル。こうした事業を通じた産業集積を図る「ス
マート・エコパーク」の実現や、新しい考え方も取
り入れた農林水産業を推進。さらに、高効率石炭火
力発電（IGCC）やLNG受け入れ基地などをはじめ
とするエネルギー産業を集積することで、雇用の拡
大も見込んでいます。

交通、産業、生活のための
インフラを一体的に整備
まちづくりの基礎である「インフラ」。浜通りの各
拠点の立地に合わせて、実態に即した整備を進めて
いかねばなりません。交通面では常磐自動車道の全
線開通、復興インターチェンジの整備、JR常磐線の
運行再開などが進行中。また、暮らしの面では、双
葉郡で医療体制の充実を図るほか、中高一貫校の開
校なども予定しています。

3

5
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経済産業省は昨年、企業調査に基づき「海外事業者との投資提携事例集」を公表しました。
そこでまとめた、海外事業者とのパートナーシップがもたらす8つの利点を紹介します。

外国企業との協業が
未来を拓く鍵となる！

原材料の共同購入や海外生産
拠点の活用、先進的な管理シ
ステムの導入などにより、調
達、生産、管理の無駄を省き、
効率化を図れる。

生産、調達、管理の
コスト削減を実現

5

提携先企業に事業を承継でき
れば、後継者不足という悩み
の解消につながる。現社長が
退いた後、提携先企業の指揮
によって事業が成長した例も。

後継者不在で生じる
事業承継問題を解消

6

外国企業が構築してきた会計
制度やＩＴシステム、グロー
バルな人事制度など先進的な
手法を導入することで、より
高度な経営管理を実現する。

人事や会計などの
経営管理を高度化

7

国際的な商慣習に触れ、英語
などでのコミュニケーション
に携わることが、結果的に人
材のスキルを磨き、モチベー
ションの向上にもつながる。

やる気を高めて
人材を成長させる

8

すでに海外で販路を確立して
いる外国企業との提携により、
自社製品の海外展開が容易に。
外国企業のブランド力を生か
した取引先開拓も可能になる。

世界中に広がる
販売ルートを獲得

1

外国企業が得意とする技術や
ノウハウ、積み上げてきたデ
ータなどを得ることで、既存
の商品・サービスのさらなる
品質向上を目指せる。

技術やノウハウを
吸収し品質を向上

2

これまで取り扱っていなかっ
た商品やサービスを展開でき
るようになり、消費者の選択
肢が充実。新たな事業分野へ
の進出にも道が開ける。

商品ラインアップや
サービスを拡充

3

外国企業が世界中に展開して
いる営業拠点や販売網を活用
すれば、世界中の顧客に商品
やサービスをより早く、効率
的に提供できる。

商品提供や顧客
対応がスピーディーに

4

当社は、産業機器や機械などの製
品安全にかかわる第三者認証機関。
米アンダーライターズ・ラボラトリーズ

（UL）の日本法人であるユーエル日本
と、日本企業のエーペックス・インタ
ーナショナルが合併して2003年に
誕生しました。

UL Japanとなったことによる最大
の利点は、事業の幅が大きく広がっ
たこと。従来日本では試験や検査が
できなかった製品群も、ULのグロー
バルネットワークを活用することで取
り扱いが可能になりましたし、製品安
全認証の枠を超えたお客様へのソリュ
ーション提案も行えるようになりまし
た。加えて、他の海外グループ会社
が持つ技術やノウハウの共有が社員

のスキルアップにもつながっています。
外国企業とのパートナーシップを成

功させる鍵は、お互い異なる部分を
認め、尊敬しあうこと。そして、環境
の変化を敏感に感じ取り、それに迅
速に対応していければ、きっと新たな
事業機会を手にすることができると思
います。

1985年、マサチューセッツ
工科大学大学院修士課程を修
了し、接続部品メーカーの
TE Connectivity USA入社。
その後、タッチパネル・シス
テムズ（株）の代表取締役など
を経て、2010年より現職。

株式会社UL Japan
代表取締役社長
山上英彦さん

互いに尊敬しあい
不可能だった事業が
できるように！

UL Japan, Inc.

CLICK! ● 株式会社UL Japan

日本向けULマー
ク。ULの認証の
信頼性は世界で認
められており、機
器に付いたULマ
ークはまさに高い
安全性の証し。

ex.

で成功する
日本企業

投資提携



19METI Journal

当課では、対日直接投資の推進、国際租
税及び国際投資の３つの業務を担当して
います。特に、対日投資の分野では外国
企業や資本を呼び込むことで、新しい技
術やノウハウを日本に導入するよう取り
組んでいます。

投資交流企画係長　堀川絢世

貿易経済協力局　貿易振興課　
国際係長 原 智明

魅力を磨いて
世界へアピール

資を受け入れるとともに、外国企業の
優れた技術やノウハウを取り込みなが
ら、日本全体の成長につなげていくこと
が必要になります。そのためには、グロ
ーバルに活動する外国企業に対して、
日本の優位性や特性を発信し、「日本に

投資するメリット」を理解してもらうこと
も重要です。

そして、様々なインセンティブ措置や
マッチング支援の活用を通じて、私たち
が日本と外国企業の「懸け橋」になる
役割を担っていきたいと思っています。

日本と外国企業の架け橋に！

投資案件の発掘や誘致活動の司令塔機能
を担う会議を2014年に設置。構成員は、
経済財政政策と規制改革を担うそれぞれ
の内閣府特命担当大臣、経済産業大臣、
外務大臣で、民間企業やシンクタンク、
大学などからアドバイザーも出席してい
る。この会議を通じて、必要な制度改革
などの実現を支えていく。

商品開発とは、日本の魅力に磨きをかけ
ること。対日直接投資推進会議などと連
携し、投資環境改善に関する規制・制度
改革の検討を加速する。また、教育、雇
用、医療、農業などの分野で大胆な規制
改革を実施する「国家戦略特区」を設置。
すでに農地の集約・集積やベンチャー企
業等の雇用条件、外国人観光客の入国に
関する規制を緩和した特区などが各指定
区域で認定されている。

商品開発

  規制・
制度改革推進、
特区の活用

外国企業の誘致に積極的な地方自治体と
の連携を強化。自治体の首長が総理・閣
僚の参加を得て、トップセールスを実施
する。2014年には、安倍総理の欧州出
張に合わせ、「ロンドン対日投資セミナ
ー」を開催。広島県、三重県、神戸市、福
岡市の首長が投資を呼びかけた。同様に

「ニューヨーク対日投資セミナー」には、
安倍総理とともに、和歌山県、十日町市、
京都市、美作市の首長が出席した。

対日直接投資
推進会議の
設置

対日直接投資の
案件発掘・誘致
活動の強化

営業活動

外国企業から見れば、日本は数ある
投資先候補の一つ。その中で、実際に
選ばれる国となるため、政府としても
さまざまな取り組みを推進中です。
ここでは、その具体的活動を紹介します。

●  対内直接投資の推進CLICK!

多様な
施策で国も
後押し!

│担当者の声

私たちは何気なく生活する中で、色々
な製品やサービスを使っています。

その中には、スマートフォンなどの製
品やSNSなどの新しいサービスといっ
た海外から発信された技術やアイデアが
多く含まれています。

このような新しい製品・サービスを生
み出す外国企業に日本国内での統括拠
点や研究開発施設の立地を促していくこ
とが、私たちの業務になります。既に日
本に進出している外国企業を見ると、高
収益・高利益率を上げている企業も少
なくありません。

日本は少子高齢化や人口減少の経済
への影響が大きくなってきています。だ
からこそ、これまで以上に外国企業の投

政府の司令塔
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四国経済産業局では、経営者自らの強い信念と努力により、「人をトコトン大切にする経営」を追求し、
好不況に左右されず業績を上げ、地域経済の持続的発展に不可欠な安定した雇用を実現する

“いい会社づくり”を応援するための取り組みを進めています。

私たちは、地域から大切にされる
“いい会社づくり”を応援します!

～永続的に成長できる魅力ある企業づくりを目指して～

“いい会社づくり”とは？
企業は人なりと言い表されるよう
に、企業や地域を担うのは基本的に
は人であり、人口減少が他地域に先
行する四国（→1）だからこそ、企業
や地域を担う人の生産性をあげてい
くための仕組みづくりと仲間づくり

が、これまで以上に重要となりま
す。
近年、我が国の経済社会環境は
大きく変化し、企業にとっても一段
と厳しい状況が続いています。しか
し、このような中にあっても、目先
の利益にとらわれず、社員満足を重
視する人間性尊重の組織づくりを進

(  February / March 2015  )

2
受賞年度 表彰の区分 受賞者 事業内容 社員数 所在地

第一回
（2011年）

四国経済産業局長賞 徳武産業（株） リハビリ・
介護靴の製造販売 61名 香川県さぬき市

中小機構
四国支部長賞 西精工（株） ナット・パーツの

製造販売 239名 徳島県徳島市

奨励賞 （株）ファースト・
コラボレーション

建物賃貸借の仲介業務
及び管理業務 24名 高知県高知市

第二回
（2012年）

四国経済産業局長賞 日本食研ホール
ディングス（株）

ブレンド調味料及び加工
食品の製造販売 3772名 愛媛県今治市

中小機構
四国本部長賞 （株）スワニー グローブ及びラゲッジ

（鞄類）の製造販売 105名 香川県東かがわ市

第三回
（2013年）

四国経済産業局長賞 大豊産業（株） 新エネルギー、省力化、
インフラ整備関連 169名 香川県高松市

中小機構
四国本部長賞 ウィンテック（株） 生産ラインにおける自動化の

トータルプロデュース 20名 愛媛県東温市

奨励賞 （株）トーカイ 病院関連事業、リネン
サプライ事業等 931名 香川県高松市

社員や顧客、地域から必要とされる企
業等、過去３回で８企業を表彰。
上／第３回四国経済産業局長賞受賞の
大豊産業株式会社

四国でいちばん
大切にしたい会社大賞
CLICK!

1四国の人口推移

資料 ：国勢調査 将来人口推計
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先進企業に共通していたのは、チ
ームワークの良さと、互いに信頼し
尊敬できる人間関係の構築を何より
も優先していることでした。そのた
めの対話やコミュニケーションの機
会が多く、仕事と家庭の両立に関す
る問題に対しても、「制度の整備よ
りも、男性社員を含めた周囲の理解
と協力が不可欠」、「お互いに尊敬し
合い、助け合う風土があれば、ほと
んどのことが解決できる」と、まさ
に“いい会社づくり”の人を大切に
する経営をベースとした取り組みに
つながるものでした。

四国から全国へ !  
“いい会社づくり”始動
このような“いい会社づくり”が
社会的に価値ある取り組みであるこ
とを地域社会に強く訴えかけ、よ
り広く浸透させるため、平成26年
12月1日に「第1回“いい会社づく
り”フォーラムin四国」（→5）を開
催し、四国内外から約250名が参
加しました。
法政大学大学院の坂本光司教授に
よる基調講演のほか、「四国でいち
ばん大切にしたい会社大賞」受賞企
業が一堂に会し、「四国でいちばん
大切にしたい会社の経営」をテーマ
にパネルディスカッションを行いま
した。

は多くありません。
平成26年11月25日、女性社員
の能力を経営に活かしたいと考え
ている企業の経営者や社員を対象
に、“いい会社づくり”の先進企業2
社（ネッツトヨタ南国株式会社（高知
市）、ファースト・コラボレーション
株式会社（高知市））の女性社員によ
る「女子力が発揮できる組織づくり」
をテーマにした女性が輝く“いい会
社づくり”公開意見交換会（→4）を
高知市で開催し、女性社員や管理職
など、約60名が参加しました。

る実践的な勉強会となり、参加者か
らも大変好評を得ています。
また、同様の取り組みを行ってい
る島根県、東京や大阪のグッドカン
パニークラブ（GCC）といった先進
地域との交流も生まれ、地域間連携
にも繋がっています。

女性社員が考える  
“いい会社づくり”とは？
昨今、女性の活躍推進が期待され
ているところですが、女性社員の能
力を経営戦略に活用できている企業

4 人間力を活かした企業経営で注目される2社の
先輩ママさん社員と若手女性社員による意見交
換会を開催。共通する現場の課題が浮き彫りに。
（写真／意見交換会の様子）

女性社員が輝く“いい会社
づくり”公開意見交換会



CLICK!

f rom

い ま を 読 み 解く

経 済キーワード今号の

発行人／経済産業省
〒100-8901 東京都千代田区霞が関1丁目3番1号

http://www.meti.go.jp/

経済産業ジャーナル 2015年2・3月号

アンケートに
回答する

メールマガジンに
登録する バックナンバー

 【
た
い
に
ち
・
ち
ょ
く
せ
つ
・
と
う
し
】

対
日
直
接
投
資

対
日
直
接
投
資
と
は
、外
国
か
ら
日
本
に
対
し
て
、投
資
先
企
業

へ
の
経
営
参
加
な
ど
を
目
的
と
し
て
行
う
投
資
で
あ
る
。外
国
企

業
が
新
た
に
日
本
に
法
人
を
設
立
す
る「
グ
リ
ー
ン
フ
ィ
ー
ル
ド

投
資
」に
加
え
て
、日
本
企
業
と
資
本
提
携
な
ど
の
投
資
提
携
を

行
う「
ブ
ラ
ウ
ン
フ
ィ
ー
ル
ド
投
資
」の
２
種
類
が
あ
る
。

本
構
想
は
、福
島
県
浜
通
り
地
域
に
お
け
る
廃
炉
の
研
究
開
発
拠

点
、ロ
ボ
ッ
ト
の
研
究
・
実
証
拠
点
等
の
整
備
、こ
れ
ら
を
支
え
る

「
ま
ち
づ
く
り
」等
を
含
ん
だ
幅
広
い
構
想
。地
元
を
含
む
産
学
官

の
有
識
者
で
構
成
さ
れ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
研

究
会
で
２
０
１
４
年
６
月
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
。

 【
ふ
く
し
ま
・
こ
く
さ
い
・
け
ん
き
ゅ
う
・
さ
ん
ぎ
ょ
う
と
し
・

こ
う
そ
う　

い
の
べ
ー
し
ょ
ん
・
こ
ー
す
と
・
こ
う
そ
う
】

（
イ
ノベ
ー
ション・コ
ー
ス
ト
構
想
）

福
島
・
国
際
研
究

産
業
都
市
構
想

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
、福
島
第
一
原
子
力
発

電
所
事
故
の
原
子
力
災
害
の
被
災
市
町
村
に
出
さ
れ
た
避
難
指

示
。放
射
線
量
に
よ
っ
て
３
つ
の
区
域
に
分
類
。

２
０
１
４
年
４
月
に
田
村
市
で
、２
０
１
４
年
10
月
に
川
内
村
の

一
部
で
避
難
指
示
が
解
除
さ
れ
た
。

 【
ふ
く
し
ま
・
だ
い
い
ち
・
げ
ん
し
り
ょ
く
・
は
つ
で
ん
し
ょ
・

じ
こ
に
よ
る
・
ひ
な
ん
し
じ
】

福
島
第一原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ
る

避
難
指
示

あ

い

う

え

お

か

き

く

け

こ

さ

し

す

せ

そ

た

ち

つ

て

と

な

に

ぬ

ね

の

は

ひ

ふ

へ

ほ

ま

み

む

め

も

や
　

ゆ
　

よ

ら

り

る

れ

ろ

わ
　

　

　

を

ん




